
高山市保育職のたまご支援事業補助金交付要綱

令和７年４月１日決裁

（目的）

第１条 この要綱は、市内保育施設等で保育等実習（以下「実習等」という。）を行った学生に対

し、予算の範囲内において補助金を交付することにより、保育士、幼稚園教諭等を目指す学生が

市内保育施設等における業務を体験する機会をつくるとともに、保育施設等と学生との関係性を

深め、保育等現場における人材の確保と育成を推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「保育施設等」とは、次の各号に掲げる市内に所在する施設とする。

⑴ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第２６六号）第１条に規定する幼稚園

⑷ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業を行う施設

（交付対象者）

第３条 この要綱による補助金の交付対象となる者は、次の各号に掲げる職種を目指す１８歳以上

の学生であること。

⑴ 保育士

⑵ 幼稚園教諭

⑶ その他市長が必要と認める職種等

（補助金の額）

第４条 この要綱による実習等の実施に対する補助金の額は、１実習期間あたり一律１０，０００

円とする。

（申請及び決定）

第５条 この要綱による補助金の交付を受けようとする者は、実習期間終了後、当該年度内に高山

市保育職のたまご支援事業補助金交付申請書（別記様式第１号）または申請に必要な情報を市長

に提出するものとする。

２ 市長は、前項に規定する交付申請書の提出を受けたときは、その内容を審査の上、高山市保育

職のたまご支援事業補助金交付決定・不承認通知書（別記様式第２号）により、申請を行った者

に通知するものとする。

３ 補助金の交付決定を受けた者は、高山市保育職のたまご支援事業補助金請求書を市長に提出し

なければならない。

（補助金の返還）

第６条 市長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた者に対し、当該補助金の全部

又は一部を返還させることができる。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。


